
1 

APIR「関西における女性就業率の拡大に向けた提言」研究会報告（2016 年度）概要 

◆アジア太平洋研究所（APIR）「関西における女性就業率の拡大に向けた提言」研究会 

・2015 年度（１年目）：関西（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）の女性の雇用動向

や意識などを、データやインタビュー調査等から分析・整理 

・2016 年度（2 年目）：無業女性に注目して分析、「なぜ無業なのか、就業意欲はあるのか、どういった

支援があれば就業に踏み出せるのか」 

①関西内においても地域によって女性の就業状況に違いがあるのか 

②何がその違いを生み出しているのか 

③大卒未婚無業の女性について 

④子どものいる既婚女性について 

◆関西広域連合の女性の就業率（15 歳以上、国勢調査）は、全国と比べて低い 

・2015 年は、2010 年に比べて 2 府 6 県の就業率は上昇しているが、全国平均も上昇しており、全国より

低い状況は変わっていない                                       ［Ｐ７ 表１］ 

・平均より上位は、鳥取県（第 6 位）、滋賀県（16 位）の 2 県のみ。他の地域は、京都府（23 位）、他の 5

府県（大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県）は下位10位                ［Ｐ７ 表１］ 

・2015 年の国勢調査からは、若年未婚女性の中で無業者の比率が上昇。また生涯未婚率の上昇中で

中高年層の未婚女性の数が増え、無業者が増えている                     ［P10 表 4］ 

◆関西の女性の大学等進学率は高いが、大学卒業時点で無業やアルバイトなどの非正規雇用の割合

が全国平均より高い                                          ［P4 図 4，図 5］ 

・「平成24 年度就業構造基本調査」では、全国で25～44歳の約12 万人の女性が大学卒業後、無業の

まま未婚                                                  ［P11 表 5］ 

◆インタビュー 

・就労支援機関である「若者サポートステーション」で就労支援を受け始めている女性 

・全くどこにもつながらないまま無業状態にとどまっている女性 

◇インタビュー結果 

・そもそも働くことに関して全く意欲が無く、最低限の生活費が入るアルバイトで良い 

・無業状態になった理由は、新卒時の就職活動がうまくいかないまま無業で卒業、初職が非 

正規、初職の労働環境があまりにひどく辞めざるを得なかった、など 

・就職時に大学で就職相談をしていない者が多く、もっと相談しておけばよかったという声もあり、大学に

おけるキャリア教育の重要性を示唆 

・無業期間が長引くと社会的ネットワークや自信を失い、就業活動そのものが難しくなる 

・殆どの者にとって就労支援機関として知っていたのは「ハローワーク」のみだが、そもそも無業状態が長

期化している者は、ハローワークですぐに職探しをできる状況ではない 

・「若者サポートステーション」の存在は殆ど知られていないが、手厚い支援を受けられる。若サポにつな

がったのは、幸運が重なったり、本人がインターネットでの情報探索に長けているなど、限られた者だ
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けであった 

・何よりも無業状態を長期化させないこと、就労支援機関の存在を、もっと積極的に若者に知らせることが

必要 

◆既婚無業女性(就業経験ありで子どものいる女性)の就業意欲と就業に関する課題 

・既婚無業女性のうち多くの人の就業意欲は高い。子ども・家計のために働く・働かなければならないと

いう意志や、社会とつながりたいという気持ちが強い 

・既婚女性にとって、第一の課題は保育施設の不足、第二は夫の働き方や考え方。多くの場合、夫が長

時間労働、性別役割分業的な意識が強い。 

・女性が働くとしても家事や育児は女性のみに負担がかかるため、短時間のパート就労が好まれる（保育

料の方が賃金を上回るというジレンマに陥る） 

・希望する適切な仕事に巡り合わないことも課題 

・既婚女性の再就職の壁は、①保育園のミスマッチ、②家族とのミスマッチ、③希望職種とのミスマッチで

ある 

◆家計収入では、関西（2府 4 県）は配偶者の収入が少ない 

・近年、関西は全国に比べ水準が低かった「世帯主の勤め先収入」が上昇          ［P13 図 11］ 

・「配偶者の勤め先収入」（女性の就業率が低いため）は、変わらず低水準           ［P13 図13］ 

・この結果、世帯主の勤め先収入の上昇により、２人以上世帯の実収入は、平均の水準に近づいてきた

（世帯の実収入の水準は全国より低かった）                          ［P13 図 11，12］ 

◆性別役割分業意識、関西（2府4県）は保守的                       ［P12 図９，図10］ 

・夫と妻の性別役割分業意識が妻の就業選択にどのように影響しているのか、内閣府「都市と地方にお

ける子育て環境に関する調査」により分析 

・内閣府調査では、夫の性別役割分業意識が強い場合、妻は半数以上が無業。夫の性別役割分業意

識が弱い（性別役割分業に対して否定的な）場合、妻は正社員で働く割合が約４割と最も高く、無業は

25％程度 

・内閣府調査では、子どもをもつ無業の既婚女性の約８割が、今後何らかの形で働きたいという就労意向

（パートで働きたい意向が最も多い） 

・大阪府の調査では、そもそも「働かなくてはならない」とは考えていない女性が多い。しかし、無業状態

が長引き、未婚のまま、親が年老いると貧困状態に陥る女性は少なくない 

・無業の女性をどういったルートで支援につなげるかが最も大きな課題 

◆各都道府県の取り組み例 

・大阪府では、未婚無業女性の増大に危機感。その層へのアプローチを積極的に進めている。だが、仕

事もせず、どこにも属していない無業女性を把握するのは難しく、大阪府では地下街などでイベントを

実施し、女性とつながる事業を展開 

・滋賀県では、製造業での仕事は豊富にあるが、大卒女性の仕事は多くない。大学進学時に多くの女性

が滋賀県外にでてしまうが、結婚・出産後、家を建てるために比較的地価の安い滋賀県に転入してく

る傾向。子どものいる既婚女性の再就職支援が効果的 



14.7%

69.5%

81.4%
73.5% 72.7% 76.0% 77.9% 76.2%

69.4%

52.1%

16.7%15.4%

70.4%
78.7%

69.4% 68.0%
72.5% 75.8% 73.2%

63.9%

47.5%

14.9%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全国の労働力率（女）2010、2015年

2015年 50.0％

2010年 49.6％

高まる女性の就業率

13.8%

65.3%

77.1%
70.3% 70.1% 73.5% 75.5% 74.2%

67.7%

50.8%

16.5%

13.7%

64.3%
73.0%

65.0% 64.2%
69.0%

72.8% 70.7%

61.8%

45.7%

14.6%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全国の就業率（女）2010、2015年

2015年 48.3％

2010年 47.1％

（注） 就業率＝就業者／各年齢の人口＊100
労働力率＝労働力人口／各年齢の人口＊100
労働力人口＝就業者＋完全失業者
就業率、労働力率は、分母から「労働力状態不詳」を除いて算出

（資料）総務省「国勢調査」から作成

32.0%

50.0%

60.5% 60.7%
64.0%

69.7%
73.1% 72.4%

65.9%

48.8%

20.7%

23.5%

41.5%

52.6% 53.1%
56.7%

64.8%
70.8% 69.2%

59.8%

43.6%

18.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全国の就業率（女）2010、2015年

2015 未婚 58.9%
2010 未婚 58.5%
2015 有配偶 51.0%
2010 有配偶 48.7%

図１ 女性の就業率（未婚有配偶別）

図２

図３

3



大学進学率と卒業時の進路

図４ 大学・短大等進学率（2016年女性）

（資料）文部科学省「学校基本調査」
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図５ 女子大学生の卒業時の進路状況
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東京圏への人口移動

（注）東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方圏：三大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）以外の地域

（資料）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報」

東京圏

東京圏, 2016年, 
11.8万人

名古屋圏

大阪圏
名古屋圏、2016年、

-0.2万人

大阪圏, 2016年, 
-0.9万人

地方圏

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

1955 60 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10 15

東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

（万人）

図７ 男女別、年齢別にみた３大都市圏の人口移動（2016年）

図６ ３大都市圏の人口移動（1955 2016年）
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関西から首都圏への人口移動

（資料）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報」

図８ 東京圏と他の道府県との間の転入・転出超過数
（2010年，2016年）
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表１ 都道府県別にみた就業率（15歳以上女性）

鳥取県 Ι ５０.1%
鳥取県 Ι ５0.9%

徳島県 Ι 45.１%

徳島県 Ι ４６.２%

（資料）総務省「国勢調査」から作成
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表２ 2010年の都道府県別にみた就業率（25～44歳女性）

徳島県 Ι 70.４%

（資料）総務省「国勢調査」から作成

鳥取県 Ι 76.8%

鳥取県 Ι 84.9%

徳島県 Ι 79．5%

徳島県 Ι 64．8%

鳥取県 Ι 71.9％
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表３ 2015年の都道府県別にみた就業率（25～44歳女性）

（資料）総務省「国勢調査」から作成

鳥取県 Ι 81．4%

鳥取県 Ι 85．6%

徳島県 Ι 75．2%

徳島県 Ι 81．3%

徳島県 Ι 71．0%

鳥取県 Ι 78．3%
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表４ 未婚女性の年代別労働力状況（日本人）

（資料）総務省「国勢調査」から作成

2015 年の未婚女性

2010年の未婚女性

無業の未婚女性
（15-44歳）
2010年 14.7万人
↓

2015年 20.7万人
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未婚女性が無業である理由

表５ 関西6 府県の15～44 歳の未婚女性が無業である理由

（注）「家事・介護・育児のため」とまとめて数値を出しているが、実際の調査では「出産・
育児のため」「介護・看護のため」「家事（出産・育児・介護・看護以外）のため」と３つに
分かれている。
（資料）総務省「平成24 年就業構造基本調査」より
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（注1）質 問：「「夫は外で働き、妻は家庭を守った方が良い」という意見について、
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数化して算出。点数が高いほど、「性別役割分業意識」が強く保守的である

（注２）妻の年齢は20 49 歳、第1 子0‐18 歳
（資料）内閣府｢都市と地方における子育て環境に関する調査｣(2012)

図９ 夫婦の意識の分布（内閣府調査）

東京

北海道

青森

岩手

宮城

秋田
山形

福島栃木

群馬

埼玉

千葉

神奈川

新潟
富山

石川

福井

長野
岐阜

静岡

愛知

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

山口

徳島
香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

全国

y = -0.177x + 1.1655
R² = 0.1471

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

2.5 2.7 2.9 3.1 3.3 3.5

妻
の
就
業
率

夫の意識 保守的

図10 妻の就業率と夫の意識の分布（内閣府調査）

12



世帯の収入の推移

（注１）二人以上世帯、勤労者世帯
（注２）関東地方：茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，山梨県，長野県
近畿地方：滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県
東海地方：岐阜県，静岡県，愛知県，三重県

（資料）総務省「家計調査」

実収入（万円）
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